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1. はじめに
ＳＤＧｓは、２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標として、２０１５年９月に

国連総会で採択された。日本政府においても、全国務大臣を構成員とする持続可能な開発目標（ＳＧＤｓ）

推進本部が設置され、外務省、経済産業省など各省庁がＳＤＧｓ達成に向けた取り組みを行っている。 

この取り組みは大企業だけでなく、中堅・中小企業にとっても無縁ではない。ＳＤＧｓの基本理念である  

「誰一人取り残さない」から、大阪商工会議所は、「ＳＤＧｓ・ＥＳＧプラットフォーム」を設立し、  

ＳＤＧｓを中小企業に積極的に浸透させる取り組みを行っている。 

2. 大同工業所の取組
大同工業所は、血液保管機器、防爆機器、水処理試験器を製造しており、自社の企業活動としての

取組から、ＳＤＧｓ達成に向けた取り組みを行っている。今回は、血液保管機器に関するＳＤＧｓ達成に  

向けた取り組みを紹介する。日本国内においては、ターミナル駅や繁華街などで日本赤十字社により   

献血活動が行われている。年間約５００万人（人口比約４％）の人々が献血を行い、血液センターで検査、

製剤化されたのち、医療機関に運ばれ、輸血が行われている。大同工業所は、献血から輸血に至るプロセス

で血液製剤の温度管理を行う冷蔵庫、冷凍庫、恒温槽、輸送資材を提供し、血液コールドチェーンを支えて

いる。海外においても同様に現地赤十字もしくは保健省が血液事業を担い、献血者（もしくは患者家族）  

から採血された血液が血液センターで検査、製剤化され、患者に輸血される。 

ＳＤＧｓの１７のゴールの１つに、「３．すべての人に健康と福祉を」があり、ターゲットの１つとして、

質の高い基礎的な保健サービスへのアクセスなどユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の達成が  

ある。世界保健機関（ＷＨＯ）は、

基礎的な輸血医療の最低水準とし

て人口比１％以上の年間採血量の

確保を推奨し、途上国の血液事業

においては、この指標がＵＨＣ達

成指標の１つとなる。１人当たり

ＧＤＰが１，０００～２，０００Ｕ

ＳＤの国々では、高度経済成長期

を迎え、医療環境の改善が必要と

される。これらの国では採血量を

増加させるために血液供給体制整

備のニーズがあり、経済発展と共

に輸血を要する高度な治療の機会

が増加する。また、血液センターは血液製剤を製造する医薬品製造者となるため、医薬品の品質管理・製造

管理（ＧＭＰ）体制の整備が必要とされている。 

一方、医療製品の国際展開には７つのステップがあると言われている。使用する各国・地域において医療 

各国の経済発展と医療ニーズ１） 



機器認証を取得する必要があり、中小企業にとっては、販売数量が未知の国・地域における認証/登録、開発

/設計（STEP2、STEP3）には大きなリスクが伴う。大同工業所は、「すべての人に温度管理された血液製剤を」

を自社のＳＤＧｓの取組として、公的支援を活用し、途上国における血液保管輸送体制強化を支援すると 

共に、医療機関や国際公共調達における優位性を担保し、海外市場における市場獲得を図っている。   

今回は、ミャンマー、ラオス、ウズベキスタンにおける取組を紹介する。 

3. 取り組み事例
ミャンマー、ウズベキスタンの血液事業は、

保健省が管轄し、国立血液センターが存在する。

一方、ラオスの血液事業はラオス赤十字血液セン

ターが担っている。公的支援としては、主に国際

協力機構（ＪＩＣＡ）、国立国際医療研究セン  

ター（ＮＣＧＭ）の事業を活用した。ＪＩＣＡの

事業は支援対象が政府機関となるため、血液セン

ターが保健省管轄であるミャンマー及びウズベ

キスタンで活用した。ラオスは赤十字組織が血液

事業を運営しているため、医療機関を対象とした

医療技術支援事業であるＮＣＧＭの支援事業を

活用した。 

いずれの国の血液事業もＧＭＰ体制の構築を要し、ＧＭＰにおいて要求される機材の適格性確認手法の 

確立が課題であった。しかし、現地の医療課題は、技術協力だけでは解決することができず、研修した医療

技術を定着させるには機材も必要となる。一方、途上国に対して機材のみの支援では、機材を適正に使用  

できず放置されたり、短期間で故障したりするため、医療技術（ソフト）と機材（ハード）の両輪による  

支援が重要であると考えた。 

ミャンマーではＪＩＣＡ事業を活用し、機材を導入したのち、日本人医療従事者の協力を得て、研修を行

い、血液保管機器の適格性確認を標準手順書化した。手順書作成時には日本の医療機関の運用手順を参考に

したため、日本製品が導入されやすい市場に導いた。残念ながら、ミャンマーにおいては 2021 年 3 月に  

クーデターが発生したため、ビジネス展開は中断している。 

公的支援施策の適用例 

医療製品の国際展開へ７つのステップ２） 



ラオスにおける支援では、ＮＣＧＭ事業は医療技術支援の支援となるため、在ラオス日本大使館の草の根

人間の安全保障無償資金協力（ＧＧＰ）を活用し、機材を導入し、研修を行った。我々の支援が一助となり、

ラオス赤十字国家輸血センター（ＮＢＴＩ）は、２０２３年１２月に血液事業の品質管理体制に対する国際

認証であるＡＡＢＢ認証を申請した。２０２４年度にＡＡＢＢ認証を取得することが期待され、ラオスの 

血液事業発展に大きく貢献した。 

ラオスでの研修の様子 

4. 最後に
「研究で先端を拓く」取り組みではなく、「途上国を拓く」取り組み紹介となりますので、コラムとしてお

読み頂ければと思います。ミャンマー、ラオス、ウズベキスタンのいずれの国においても、血液事業の財政

状況からすぐにビジネスベースの市場になるものではありません。将来的な市場としての期待とＳＤＧｓの 

観点から、ＯＤＡを活用した取り組みです。 
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